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議案第２号「平成２９年度三重県一般会計予算」【教育委員会関係】 
 
 
１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 

社会経済のグローバル化や人口減少、少子高齢化の進展など社会情勢が大きく変化す

る中、教育そのもの、また教育を取り巻く課題は多岐にわたり、加えて複雑化・深刻化

しています。このような中、三重の子どもたちには、生きる喜びを感じながら、志を持

って夢を実現させていく力や、他者と支え合いながら、社会を創っていく力を育んでい

く必要があります。また、いじめや暴力行為、不登校、貧困などの課題に対応し、児童

生徒の安全・安心を確保するため、学校の組織力を高めるとともに、家庭や地域と一体

となった取組を一層進めていくことが求められています。 
教育委員会では、このような認識のもと、平成 29年度は、次の５項目について重点的

に取り組むこととし、予算編成にあたりました。 
 
 
(1) 学力の向上 

  平成 28年度全国学力・学習状況調査では、小中学校合わせた８教科中３教科で全国

の平均正答率以上となり、無解答率もこれまでになく大きな改善がみられました。ま

た、児童生徒質問紙の結果からは、子どもたちの自己肯定感が高まってきていること

が分かります。 

今後も、みえの学力向上県民運動セカンドステージの取組を推進します。学校では

年間を通した全国学力・学習状況調査、みえスタディ・チェック、ワークシートの３

点セット等の計画的な活用や教育支援事務所を中心としたオーダーメイドの支援等を

通して、授業改善等の取組を深め、家庭･地域では生活習慣の確立等の取組を広げ、家

庭の状況により対応が難しい問題については、地域による学習支援等により、地域で

支えるという方向性を基本として取り組んでいきます。 
 

(2) グローカル人材の育成 

サミットの資産を次世代に継承していくため、子どもたちが自らの考えを伝え、自

らのアイデンティティを持ちながら異なる文化・伝統に立脚する人々と協働したり、

海外に触れる機会を充実させ、外国語で積極的にコミュニケーションを図る力や、地

域の課題に対し考え行動する意欲・態度を育み、地球規模の視野で物事を考え地域の

視点に立って行動し、将来社会で活躍できるグローカルな人材を育成します。 
 

(3) 特別支援教育の推進 
三重県特別支援教育推進基本計画に基づき、県立子ども心身発達医療センターに併

設する県立かがやき特別支援学校の開校など特別支援学校の施設整備を行うとともに、

早期からの一貫した支援体制の構築や障がいのある子どもたちの自立と社会参画に向

けた取組を進めるなど、インクルーシブ教育の理念をふまえながら、これまで以上に

医療や福祉等の関係機関と連携し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育

を推進します。 

Ⅰ 議案補充説明 
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(4) 子どもの体力向上 

就学前から高等学校まで、子どもの発達段階に応じた運動習慣や生活習慣等の改善、

体力向上に向けた学校等の取組を支援することにより、子どもの体力向上を図ります。

また、平成 30年度全国高等学校総合体育大会の開催に向けた準備を進めます。 
 

(5) 安心して学ぶことができる環境づくり 

いじめや暴力行為、不登校、貧困などの課題に対応するため、スクールカウンセラ

ーの効果的な活用とともに、スクールソーシャルワーカーを増員し、教育と福祉をつ

なぐ取組を進めます。また、自他の生命を尊重する教育など道徳の時間を要として学

校教育全体で心の教育を推進し、よりよく生きようとする意欲と実践力を高めます。 
また、高等学校等での教育費の負担軽減や学校における防災教育・防災対策の充実

など、子どもたちが安心して学べる環境づくりを推進します。 
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２ 主な重点項目 
 
(1)  学力の向上 

① みえの学力向上県民運動推進事業                  961千円 

みえの学力向上県民運動セカンドステージにおいて、引き続き、推進会議を開催し、

取組の検証・改善を進めます。また、学校では、授業改善等の取組を深め、家庭では

生活習慣等チェックシートの活用等による生活習慣の確立等の取組を広げ、地域では

学習支援等により、地域で支えるという方向性を基本として、県民力を結集し、取組

を推進します。 

 

② 学力向上支援事業                      40,865千円 

効果的な少人数指導の実践的研究とその成果の共有を進め、個に応じた指導の充実

を図ります。また、全国学力・学習状況調査、みえスタディ・チェックの結果や子ど

ものつまずきに対応したワークシートの年間を通した計画的な活用など、ＰＤＣＡサ

イクルによる早期からの授業改善により、子どもの達成感に結びつけ、学習意欲の向

上を図ります。 

 

  ③ 少人数教育推進事業              （第 1号補正後）1,450,701千円 

国の制度による小学校１年生の 35人学級編制のもと、本県独自の取組である小学校

１、２年生での 30人学級（下限 25人）および中学校１年生での 35人学級（下限 25

人、実情に応じて２年生あるいは３年生に弾力的に振替可）を実施するとともに、国

の定数を活用し、小学校２年生の 36人以上学級の解消を図ります。 

また、小中学校において、ティーム・ティーチングや習熟度別などの少人数授業を

実施するための教員を配置し、各学校の実情に応じた学力向上の取組を支援するなど、

効果的な少人数指導の実践研究の成果を生かしたきめ細かな教育を推進します。 

 

④ 三重県型コミュニティ・スクール構築事業             14,618千円 

地域の実情に応じ、住民等が学校運営や教育活動に参画・協働するコミュニティ・

スクール等の拡充を図ります。また、地域未来塾を実施する市町を拡充するなど、児

童生徒の学習習慣の確立と学力の向上につながる取組を推進します。 

 

⑤ 小中学校指導業務運営活動費                   3,697千円 

本庁と教育支援事務所が連携し、市町教育委員会および小中学校を訪問して、地域

の実情に即した学力向上の取組を支援します。 

 

⑥ 教職員研修事業                         32,893千円 

主体的・対話的で深い学びの充実を図る教員の実践的指導力の向上や、英語教育に

携わるすべての教員の英語力向上をめざす研修を実施します。また、経験年数や職種

に応じた悉皆研修、教職経験の異なる教員の相互研さんによる授業実践研修等を実施

し、教員の授業力や専門性の向上を図ります。 
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(2)  グローカル人材の育成 

① （一部新）世界へはばたく高校生育成支援事業           32,381千円 

高校生がグローバルな視野に立って自らの考えや意見を伝え、多様な人々と協働す

る力を育むため、県内外の高校生等が持続可能な社会づくりに向けてディスカッショ

ン等を行うみえ未来人育成塾や、英語キャンプ、海外研修等を実施するとともに、留

学を促進します。また、科学分野の知識・技能を活用して課題を発見し、解決力を育

むため、小中高生が探究的な活動を実践し、その成果を発表するみえ自然科学フォー

ラムを実施します。 

 

② （新）明日へつなぐグローカルチャレンジ推進事業         3,824千円 

＜事業実施期間：平成 29年度～平成 31年度＞ 

郷土に関する英語による補助教材を作成するとともに、英語キャンプ、イングリッ

シュデー、ワン・ペーパー・コンテストを開催することにより、語学力やコミュニケ

ーション能力等に加え、郷土三重についての学習を深め、英語で積極的に発信できる

力を育みます。 

 

③ みえの担い手育成推進事業                    43,761千円 

小・中・高等学校を通じて、組織的・系統的なキャリア教育の充実、地域の仕事に

対する児童生徒の理解促進、外部人材を活用した職場定着支援等に取り組み、地域の

担い手育成を推進します。 

 

④ （一部新）未来を拓く職業人育成事業               6,488千円 

高校生に地域の課題解決や活性化について主体的に参画する意欲や態度を育成する

ため、県内外の高校生が集い交流する高校生地域創造サミット（仮称）を開催すると

ともに、地域活性化に参画する高校生の取組を支援します。また、食関連産業や観光

業等と連携した取組を支援します。 

 

⑤ （一部新）「挑戦・交流・進化」で紡ぐ職業教育推進事業      23,781千円 

国際的な感覚と広い視野を持ち、将来、果敢に何事にも挑戦し産業界で活躍できる

人材を育成するため、職業学科の生徒を対象に、アジア圏にある県内企業の海外工場

や欧米のレストラン等で実習等を行う海外インターンシップを実施します。また、全

国規模の競技会への参加や看護・介護の実習を支援します。 

 

⑥ 専攻科設置にかかる事業 

 ・専攻科設置準備事業                      22,882千円 

 ・（再掲）校舎その他建築費（専攻科設置分）           305,726千円 

県立四日市工業高等学校への専攻科設置に必要な学習環境を整備するとともに、産

業界のニーズをふまえた教育課程等について検討を進めます。 
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(3)  特別支援教育の推進 

① 早期からの一貫した教育支援体制整備事業                     18,158 千円 

特別な支援を必要とする児童生徒の自立と社会参画に向けて、一人ひとりの教育的

ニーズを的確に把握し、その可能性を最大限に伸ばすため、パーソナルカルテの活用

促進や指導・支援に係る研修会の実施など、支援体制の充実を図ります。 

 

② 特別支援学校メディカル・サポート事業              8,857千円 

医療的ケアの必要な児童生徒が身体的に安定した状態で教育活動に参加でき、付き

添う保護者の負担が軽減されるよう、常勤講師（看護師免許所有）および教員が連携

して医療的ケアを実施するとともに、医師等と連携した校内支援体制の充実を図りま

す。 

 

③ 特別支援学校就労推進事業                              6,055千円 

特別支援学校におけるキャリア教育を推進するため、特別支援学校版キャリア教育

プログラムの作成と活用、教育課程の見直し、外部人材の活用等を図るとともに、企

業、関係機関等と連携することで、高等部生徒の進路希望を実現します。 

 

④ 特別支援学校施設建築費                                  1,557,552 千円 

県立松阪あゆみ特別支援学校の建設や既存施設の老朽化対策など、教育環境向上の 
ための整備を進めます。 

 
⑤ 特別支援学校学習環境等基盤整備事業                164,577千円 

県立かがやき特別支援学校（分校）、県立松阪あゆみ特別支援学校の建設に伴う備 

品等の整備を進めます。 

 

(4)  子どもの体力向上 

① みえ子どもの元気アップ体力向上推進事業               11,885 千円 

    就学前から高等学校まで、子どもの発達段階に応じた運動習慣や生活習慣等の改

善 、体力向上に向けた学校等の取組を支援することにより、子どもたちの体力向上

を図ります。 

 

② みえ子どもの元気アップ運動部活動充実事業                6,224 千円 

地域のスポーツ指導者を中学校、高等学校に派遣し、運動部活動の取組を充実させ

るとともに、指導者の指導力向上を図るため、研修会を開催します。 

 

③ 平成 30年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業         93,028千円 

平成 30 年度全国高等学校総合体育大会の開催に向け、三重県実行委員会を中心

に、会場地市町、関係機関・団体等と連携して準備を進めるとともに、機運の醸成

を図るため、効果的な啓発活動に取り組みます。 
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(5)  誰もが安心できる学び場づくりと心の教育の推進 

① スクールカウンセラー等活用事業                 251,065千円 

いじめや暴力行為、不登校、貧困等の課題に対応するため、スクールカウンセラー

（ＳＣ）を県内全中学校区に配置します。また、スクールソーシャルワーカー（ＳＳ

Ｗ）を増員し、学校の要請に応じて派遣するとともに、県立学校７校を拠点にＳＳＷ

が地域の中学校区を巡回し、ＳＣや生徒指導特別指導員とチーム支援を行い、多様な

背景による課題の解決に取り組みます。 

 

② いじめ・不登校対策事業                     2,003千円 

子どもたちの豊かな人間性や自ら学び自ら考える力などの生き抜く力を育成する魅

力ある学校づくりについて調査研究を実施します。また、組織的な指導体制構築のた

めの研修を校種別に実施するとともに、ソーシャルスキルトレーニングや生徒の主体

的な活動等により、児童生徒の社会性等を育成します。 

 

③ 道徳教育総合支援事業                       5,995 千円

道徳の特別教科化に向けて、学校の教育活動全体で学校・地域の実態に応じた道 

徳教育を進めるため、引き続き、市町教育委員会等を支援します。また、道徳教育推 

進委員会での提案等もふまえ、道徳教育の充実につなげます。 

 

④ 高校生等教育費負担軽減事業                 4,042,534千円 

就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担 

の軽減を図ります。 

 

⑤（一部新）学校防災推進事業                   24,679千円 

防災ノートを新入生等に配付するとともに、体験型防災学習等の支援、学校防災リ

ーダー等教職員を対象とした防災研修、中高生による東日本大震災の被災地でのボラ

ンティア活動や交流学習を実施します。また、大規模災害時に孤立する恐れがある県

立学校に備蓄している食料の更新を行います。 

 

⑥ 校舎その他建築費                       1,006,312千円 

県立高等学校の施設について、屋内運動場等の天井等落下防止対策、老朽化対策な

ど防災機能の充実、教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

３ 事業の見直し 

 事業本数 事 業 費 

廃 止     ５本 ▲ 14,290千円 

リフォーム     ５本 ▲ 28,246千円 

休 止      １本 ▲ 40,000千円      

合 計    １１本 ▲ 82,536千円 
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繰越明許費

（単位：千円）

事業名 内容 金額 繰越理由

高等学校費

校舎その他建築費 四日市工業高等学校専
攻科の整備を行う。

305,726 実施設計に期間を要
し、平成２９年度での
完了が困難と見込まれ
るため。

債務負担行為

（単位：千円）

期 間 限度額

平成３０年度～
平成３５年度 885,720

平成３０年度 598,617

平成３０年度 168

平成３０年度 3,357

平成３０年度 1,863

平成３０年度～
平成３４年度 304,466

平成２９年度～
平成３４年度 214,353

平成２９年度～
平成３４年度 307,464

三重県立鈴鹿青少年センターの指定管理に係る
協定

事            項

学校情報ネットワーク用パソコン等のリースに係る
契約

高等学校等就学支援金

学び直し支援金

教職員人事管理システム保守委託に係る契約

教職員人事管理システム保守ＳＥサポート業務委
託に係る契約

県立学校における情報教育用パソコンのリースに
係る契約

三重県立熊野少年自然の家の指定管理に係る
協定

13



指定管理者制度活用の方針について 
 

１ 指定管理者制度の活用にあたっての基本的事項 

（１）指定管理者制度活用の目的（期待する効果） 

 青少年教育施設である三重県立熊野少年自然の家及び三重県立鈴

鹿青少年センターの管理について、民間が持つ知恵や豊富な知識な

どを効果的に活用することにより、両施設の効用を最大限に発揮し、

もって、県民サービスの向上及び経費の削減を図り、県がめざす施

策の実現に寄与するため、指定管理者制度を活用します。 

 

（２）施設の設置目的 

自然の中での集団宿泊研修等を通じて、心身ともに健全な青少年

の育成を図ることを目的として設置しています。 

 

（３）施設運営の基本的な方向性 

学校、スポーツ少年団等の社会教育関係団体、地域の自治会等住

民団体その他の多様な主体と連携し、子どもたちの体験学習の機会

の拡充と利用者の拡大を図り、青少年の健全育成に寄与します。ま

た、施設の安全管理に努めるとともに利用者の視点に立って効果的

な管理運営を図っていきます。 

 

（４）施設の概要 

・三重県立熊野少年自然の家（昭和５２年１月開所） 

住  所 ：熊野市金山町１５７７番地  

設  備 ：宿泊棟、天体観測室、野外炊事場等 

構  造 ：鉄筋コンクリート造 ２階建  

宿泊定員 ：２００名 

現指定管理者：有限会社 熊野市観光公社 

指定管理期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

・三重県立鈴鹿青少年センター（昭和６０年７月開所） 

住  所  ：鈴鹿市住吉町南谷口 

設  備  ：管理研修棟、宿泊サービス棟、総合研修館、 

 野外ステージ等 

構  造  ：鉄筋コンクリート造 ３階建 

宿泊定員 ：３６８名 

現指定管理者：公益財団法人 三重県体育協会 

指定管理期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

（５）指定管理者が行う業務の範囲（業務内容、要求水準、成果目標等） 

指定管理者が行う業務の具体的な内容は次のとおりです。 

なお、指定管理者が業務の遂行にあたり、県民に提供するサービ

スの水準を確保するため、個々の業務区分ごとに具体的な「要求水

準」を募集要項の中で定めるとともに、業務の質の向上を図るため、

次の「成果目標」を定めることを予定しています。 
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ア 業務の内容 

（ア）事業の実施に関する業務 

（イ）施設の利用の許可等に関する業務 

（ウ）施設利用に係る料金の収受等に関する業務 

（エ）施設等の維持管理及び修繕に関する業務 

（オ）その他管理上必要と認める業務 

 

イ 成果目標 

・熊野少年自然の家  

施設延べ利用者数 ２７，５００人以上(毎年度)  

定員稼働率 １７．０％以上(毎年度) 

・鈴鹿青少年センター  

施設延べ利用者数 ７３，３００人以上(毎年度)   

定員稼働率 ２６．５％以上(毎年度) 

 

（６）利用料金制採用の考え方 

施設の管理運営にあたっては、指定管理者の民間的発想に基づく

柔軟かつ機動性のある経営手法を引き出し、多様な県民ニーズに対

応できるサービス提供や効率的な施設運営をめざして、利用料金制

（地方自治法第２４４条の２第８項の「利用料金」をいう。）を採用

します。 

 

（７）指定の期間（予定） 

本県における指定管理者の指定の手続き等に関して必要な事項を

定めた「指定管理者制度に関する取扱要綱」第４条に規定する指定

期間の標準に基づき、平成３０年４月１日から平成３５年３月３１

日までの５年間を予定しています。 

 

（８）指定管理者に支払う施設管理経費の上限額 

指定期間中における指定管理料の総額は、次に示す額を上限とし

ます。 

 

・熊野少年自然の家における指定管理料の総額   

２１４，３５３千円（５年間）（消費税及び地方消費税を含む） 

 平成３０年度 ４２，２６７千円 

 平成３１年度 ４２，６９９千円 

 平成３２年度 ４３，１２９千円 

 平成３３年度 ４３，１２９千円 

 平成３４年度 ４３，１２９千円 

 

 

 

 

 

 

15



・鈴鹿青少年センターにおける指定管理料の総額  

３０７，４６４千円（５年間）（消費税及び地方消費税を含む。） 

 平成３０年度 ６０，０８２千円 

 平成３１年度 ６１，０９４千円 

 平成３２年度 ６２，０９６千円 

 平成３３年度 ６２，０９６千円 

 平成３４年度 ６２，０９６千円 

 

２ 指定管理者の募集及び選定等に関する事項 

（１）募集の方法 

指定管理者を公募により選定する予定です。 

 

（２）選定委員会の構成と委員選定の視点 

指定管理者の選定にあたり、その選定過程や手続きの透明性・公

正性を高めていくため、県職員以外の有識者等で構成する「三重県

教育委員会指定管理者選定委員会」を設置します。 

選定委員会は、学識、経験、男女比等を考慮の上、公認会計士、

学校教育関係者、社会教育関係者、社会教育に関する見識を有する

者、施設利用代表者または地域住民の代表者（公募により選定）な

どによる計６名以内の民間委員で構成する予定です。 

 

（３）審査の方法及び審査基準等の考え方 

選定委員会は、応募者から提出された事業計画書等についてヒア

リングを実施した上で、次の選定基準等に基づき総合的な審査を行

います。 

県教育委員会は選定委員会の審査結果を踏まえ、最適と認められ

る事業者を指定管理者の候補者として選定します。 

 

〔選定基準〕 

①事業計画の内容が、県民の平等な利用を確保することができるも

のであること 

②事業計画の内容が、施設を適切に維持管理できるものであること 

③事業計画の内容が、施設の効用を最大限発揮できるものであり、

県民へのサービスの向上を期待できるものであること 

④事業計画の内容が、施設の管理にかかる経費の縮減を図るもので

あること 

⑤指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して

行うために必要な人員、財政的基礎を有していること 

なお、詳細な審査基準、配点については、選定委員会で決定します。 
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３ 今後の日程に関する事項（予定） 

  ２９年 ６月 ・第１回選定委員会の開催（審査基準・配点表審議） 

・募集開始 

・第２回選定委員会(選定委員による現地視察) 

９月 ・第３回選定委員会(１次審査) 

１０月 ・教育警察常任委員会に、指定管理候補者の選定状況を

報告 

・第４回選定委員会(ヒアリング) 

・第５回選定委員会(２次審査) 

     １１月 ・指定管理候補者の決定 

・三重県議会定例会１１月定例月会議に、指定管理者指

定議案を提出 

  ３０年 １月 ・指定管理者の指定 

      ２月 ・指定管理者と協定締結 

      ４月 ・指定管理者による施設管理開始 
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歳出補正予算の主な内訳 （単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 内 容

教育総務費

教職員退職手当 15,975,072 ▲ 1,572,036 14,403,036 退職手当の再算定による減額

高等学校等進学支援事業
費

355,886 ▲ 58,551 297,335 高等学校等修学奨学金の
貸与者の実績見込の精査に
よる減額

高校生等教育費負担軽減
事業費

4,025,731 ▲ 24,508 4,001,223 高校生等奨学給付金の実績
見込の精査による減額等

小学校費

小学校人件費 55,039,659 ▲ 431,916 54,607,743 人件費の再算定による減額

中学校費

中学校人件費 31,018,196 ▲ 160,692 30,857,504 人件費の再算定による減額

高等学校費

高等学校人件費 29,624,741 ▲ 152,450 29,472,291 人件費の再算定による減額

学校施設法定点検事業費 50,740 ▲ 26,517 24,223 入札による委託料の減額

特別支援学校費

特別支援学校人件費 9,590,163 ▲ 113,052 9,477,111 人件費の再算定による減額

特別支援学校施設建築費 3,615,719 596,585 4,212,304 松阪あゆみ特別支援学校教
室棟整備工事（高等部分）、
稲葉特別支援学校空調設備
ほか改修工事の工事請負費
の計上等

社会教育費

受託発掘調査事業費 181,016 ▲ 31,815 149,201 国及び中日本高速道路(株)か
らの受託事業の減による減額

事 業 名
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繰越明許費
（単位：千円）

金 額 繰 越 理 由

特別支援学校費
特別支援学校施設建築費 286,570 地元との調整に不測の日数を要

したため。

793,730 国の経済対策（平成２８年度補
正予算（第２号））に係る事業で
あり、年度内の完了が困難なた
め。

31,134 国の経済対策（平成２８年度補
正予算（第２号））に係る事業で
あり、年度内の完了が困難なた
め。

松阪あゆみ特別支援学校
教室棟整備工事
（高等部分）（Ⅱ期工事）

稲葉特別支援学校空調設
備ほか改修工事

事 業 名 内 容

松阪あゆみ特別支援学校
教室棟整備工事
（小中学部分）
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議案第４４号 

 

「公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案」 

 

１ 改正理由 

人事委員会の議会及び知事に対する平成 28 年 10 月 14 日付けの給与改定に関す

る勧告等に鑑み、公立学校職員の扶養手当に係る支給額の改正等を行うものです。 

 

２ 改正内容 

（１）扶養手当の額及び支給対象の改正 

   公立学校職員の扶養手当について、子に係る手当額を 6,500 円から 10,000 円

とし、配偶者に係る手当額を 13,000円から 6,500円とします。 

   いずれも平成 29年４月１日から段階的に実施します。 

                               （単位：円） 

扶養親族 平成 28年度（現行） 平成 29年度 平成 30年度以降 

子 6,500 8,000 10,000 

配偶者 13,000 10,000 6,500 

父母等 6,500 6,500 6,500 

 

（２）義務教育学校の設置に伴う規定の整理 

義務教育学校の設置に伴い、義務教育学校に関する規定を整理します。 

 

（３）現業職員の職種変更に係る規定の整備 

   現業職員は平成 29 年 10 月１日に現業職から行政職又は教育職に職種変更し、

適用する給料表も行政職給料表又は高等学校等教育職給料表に変更しますが、そ

の際に、現業職として支給されていた給料月額を保障します。 

 

３ 施行期日 

（１）扶養手当の額及び支給対象並びに義務教育学校の設置に伴う改正については、

平成 29年４月１日から施行します。 

 

（２）現業職員の職種変更に伴う現給保障については、平成 29年 10月１日から施行

します。 
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（参考）設置される学校の概要 

 義務教育学校 

（１）名 称  津市立みさとの丘学園 

（２）所在地  津市美里町三郷 84番地 

（３）児童生徒数 292人〔前期課程 207人、後期課程 85人〕 

（平成 29年 4月見込み） 

（４）その他  津市立長野小学校、高宮小学校、辰水小学校、   

美里中学校を再編 
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議案第４６号 

「三重県立高等学校条例の一部を改正する条例案」 

 

議案第４７号 

「旧三重県立幼稚園教員養成所条例の一部を改正する条例案」 

 

 
１ 改正理由 

受益者負担の適正化を図るため、手数料の規定を整備するものです。 

 

２ 改正内容 

学業その他の証明書等の交付に係る手数料の額について、150 円から 250 円に 

改めます。 

 

３ 施行期日 

平成 29 年４月１日 
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議案第４８号 

「三重県総合博物館条例の一部を改正する条例案」 

 
１ 改正理由 

  三重県総合博物館の管理の一部を指定管理者に行わせるため、規定を整備するも

のです。 
 

２ 改正内容 

  指定管理者が三重県総合博物館の業務の一部を行えるよう必要な改正を行います。 
  指定管理の対象とする業務は以下のとおりです。 

 

ア 施設管理 ・・・施設や設備の保守管理、警備、清掃 

イ 広報の一部 ・・・文化交流ゾーン全体に関する広報 

ウ 経営分析の一部・・・利用いただいていない方のニーズ把握など、文化交 

流ゾーンや総合博物館の経営に資する調査・分析 

   
なお、学芸業務等は、従前どおり県が直接担います。 

 
３ 施行日 

  平成 30年４月１日から施行します。なお、指定管理者制度導入のための準備行

為にかかる規定等については公布の日から施行します。 
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議案第４９号 

「三重県立美術館条例の一部を改正する条例案」 

 
１ 改正理由 

  三重県立美術館の管理の一部を指定管理者に行わせるため、規定を整備するもの

です。 
 

２ 改正内容 

  指定管理者が三重県立美術館の業務の一部を行えるよう必要な改正を行います。 
  指定管理の対象とする業務は以下のとおりです。 

 

ア 施設管理 ・・・施設や設備の保守管理、警備、清掃 

イ 広報の一部 ・・・文化交流ゾーン全体に関する広報 

ウ 経営分析の一部・・・利用いただいていない方のニーズ把握など、文化交 

流ゾーンや美術館の経営に資する調査・分析 

   
なお、学芸業務等は、従前どおり県が直接担います。 

 
３ 施行日 

  平成 30年４月１日から施行します。なお、指定管理者制度導入のための準備行

為にかかる規定等については公布の日から施行します。 
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１ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例 

                      に基づく報告について 

 

（１）予算に関する補助金等に係る資料 

・（条例第５条関係）予算に関する補助金等に係る資料・・・・・・・・・・・・・・・・・27  

 

Ⅱ 所管事項説明 
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